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再生計画策定完了案件の概要

○平成２３年度第４四半期（平成２４年１月～３月）に再生計画策定支援を完了した案件

の概要を一覧にしています。

○平成２３年度第４四半期（平成２４年１月～３月）に再生計画策定支援を完了した案件

は、８６件でした。

○このうち、実施要領に示す抜本的な内容を伴う再生計画としての基準（※）を満たす案

件は、７１件ありました。これらの案件では、事業面での取組に加え、金融面において、

リスケジュールのほか、第二会社方式等の抜本的な手法を用いた再生計画となっています。

（概要１）

○また、上記以外の案件は、１５件ありました。これらは、事業面での取組みとともに、

金融面において、主にリスケジュールの手法を用いた再生計画となっています。（概要２）

※ 「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領」に示す抜本的内容を伴う再生計画の基準

・当要領「 ６．再生計画策定支援（第二次対応） （５）再生計画案の内容 」では、再生計画策定

支援（二次支援）について下記のとおり数値基準を定めています。

①実質的に債務超過である場合は、３～５年以内を目処に、実質的な債務超過を解消する。

②経常利益が赤字である場合は、概ね３年以内を目処に、黒字に転換する。

③再生計画の終了年度（原則として実質的な債務超過を解消する年度）における有利子負債の対キ

ャッシュフロー比率が概ね１０倍以下。

（注）企業の業種特性や固有の事情等に応じた合理的な理由がある場合には、これを排除するもので

はない。
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3115 製造業 63 16,412 233 ○ ○ ○ ○ 9 3 10 3

3116 卸売・小売業 10 879 48 ○ ○ ○ 6 6 9 -

3117 建設業 20 123 15 ○ ○ ○ ○ 3 5 10 1

3118 サービス業 10 956 120 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 1 8 1

3119 サービス業 10 278 53 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 3 10 2

3120 製造業 86 1,568 130 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 5 5 1

3121 飲食店・宿泊業 28 176 14 〇 ○ ○ ○ 〇 〇 〇 〇 〇 5 5 5 3
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3122 サービス業 41 576 76 ○ ○ ○ 〇 〇 〇 〇 2 5 9 2

3123 製造業 10 1,628 44 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 3 3

3124 製造業 10 471 36 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 6 9 2

3125 製造業 10 97 11 ○ ○ ○ ○ 4 5 7 1

3126 建設業 10 358 6 ○ ○ ○ 9 9 7 1

3127 卸売・小売業 9 133 17 ○ ○ ○ ○ ○ 8 8 4 2

3128 卸売・小売業 18 792 16 ○ ○ ○ ○ ○ 10 10 7 1

3129 建設業 10 135 3 ○ ○ ○ ○ 10 10 3 1

3130 製造業 5 162 33 ○ ○ ○ ○ 3 3 6 1

3131 製造業 20 304 35 ○ ○ 6 6 9 33131 製造業 20 304 35 ○ ○ 6 6 9 3

3132 飲食店・宿泊業 10 696 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 5 6 1

3133 建設業 30 1,469 30 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 3 1

3134 卸売・小売業 16 1,059 29 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1 - 2

3135 サービス業 10 137 63 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 5 3 2

3136 製造業 40 1,216 88 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 5 6 1

3137 製造業 20 423 36 ○ ○ ○ ○ ○ 10 10 5 1

3138 卸売・小売業 45 2,324 500 ○ ○ ○ ○ 9 9 5 1

3139 卸売・小売業 10 642 9 ○ ○ ○ ○ 2 5 1 1

3140 製造業 30 306 30 ○ ○ ○ ○ 4 5 10 1

3141 製造業 80 12,206 124 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7 5 4 1

3142 建設業 30 468 17 ○ ○ ○ 10 5 6 1

3143 卸売・小売業 450 7,178 44 ○ ○ ○ 1 1 0 1

3144 製造業 10 793 64 ○ ○ ○ ○ 4 4 8 1

3145 建設業 30 1,124 35 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 5 6 2

3146 製造業 128 2,295 201 ○ ○ ○ ○ 5 5 5 1

3147 製造業 46 873 49 ○ ○ ○ ○ 0 5 7 0

3148 製造業 10 447 31 ○ ○ ○ ○ 1 5 5 3

3149 製造業 20 1,567 117 ○ ○ ○ 7 7 4 1

3150 製造業 95 336 44 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 3 7 2

3151 製造業 30 829 45 ○ ○ ○ 9 9 7 3
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3152 製造業 20 802 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1 5 1

3153 卸売・小売業 27 2,251 112 ○ ○ ○ ○ ○ 4 4 6 1

3154 製造業 20 324 25 ○ ○ ○ 0 5 4 0

3155 卸売・小売業 20 645 7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 8 8 1

3156 製造業 30 408 44 ○ ○ ○ ○ ○ 3 5 10 1

3157 卸売・小売業 45 310 25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10 10 2 1

3158 製造業 15 1,417 44 ○ ○ ○ ○ ○ 3 3 8 2

3159 卸売・小売業 48 6,417 420 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10 10 6 2

3160 建設業 50 1,446 43 ○ ○ ○ ○ 4 5 7 2

3161 不動産業 20 699 58 ○ ○ ○ ○ 3 5 13 1

3162 飲食店・宿泊業 50 1,341 153 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0 5 8 1

3163 建設業 10 1,153 178 ○ ○ ○ ○ 3 3 10 2

3164 卸売・小売業 26 1,864 140 ○ ○ ○ ○ 9 10 10 0

3165 製造業 10 573 24 ○ ○ ○ ○ ○ 9 9 3 1

3166 飲食店・宿泊業 30 894 89 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 3 8 3

3167 建設業 5 684 20 ○ ○ ○ ○ ○ 10 10 0 1

3168 卸売・小売業 35 1,952 40 ○ ○ ○ 7 7 6 1

3169 卸売・小売業 10 1,277 34 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1 14 2

3170 卸売・小売業 12 343 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 6 11 2

3171 サービス業 10 199 40 ○ ○ ○ ○ ○ 9 9 0 1

3172 運輸業 5 2,488 211 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 6 6 1

3173 卸売・小売業 30 986 5 ○ ○ ○ ○ 3 3 1 2

3174 建設業 20 103 5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 5 10 2

3175 卸売・小売業 10 2,827 174 ○ ○ ○ ○ ○ ‐ 3 9 3

3176 製造業 3 65 18 ○ ○ 1 1 2 1

3177 卸売・小売業 50 194 25 ○ ○ ‐ 3 8 3

3178 製造業 3 98 17 ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 8 33178 製造業 3 98 17 ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 8 3

3179 飲食店・宿泊業 125 730 97 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 3 4 1

3180 製造業 10 250 50 ○ ○ ○ ○ ○ 7 7 5 2

3181 飲食店・宿泊業 3 72 14 ○ ○ 9 9 6 1

3182 卸売・小売業 85 2,162 79 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 4 5 2

3183 製造業 45 347 23 ○ ○ ○ 3 3 9 1

3184 製造業 10 784 60 ○ ○ 8 8 11 3

3185 卸売・小売業 21 690 57 ○ ○ ○ ○ ○ - 10 10 1



計画年 計画年度 倍 計画年度

3186 卸売・小売業 20 144 13 ○ ○ リスケ 14 5 10 1

3187 運輸業 43 98 22 ○ リスケ 1 5 14 3

3188 建設業 12 154 7 ○ リスケ 13 5 16 1

3189 製造業 98 1200 111 ○ ○ リスケ 12 12 5 1
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3190 製造業 10 1,179 24 ○ ○ リスケ 11 5 10 1

3191 製造業 20 973 64 ○ ○ リスケ 17 5 10 1

3192 製造業 30 285 29 ○ ○ ○ リスケ 15 10 5 1

3193 製造業 10 309 20 ○ ○ ○ リスケ 13 5 10 2

3194 卸売・小売業 10 162 10 ○ ○ ○ ○ リスケ 3 5 19 2

3195 卸売・小売業 20 9,845 465 ○ ○ ○ ○ リスケ 7 7 13 3

算定困
3196 製造業 10 1,370 72 ○ ○ ○ ○ ○ ○ リスケ

算定困
難

10 14 1

3197 卸売・小売業 40 1,217 70 ○ ○ リスケ 3 5 15 1

3198 製造業 100 2,406 208 ○ ○ ○ リスケ 15 15 5 1

3199 製造業 47 1,041 49 ○ ○ リスケ 10 10 13 3

3200 運輸業 44 1,274 93 ○ ○ ○ ○ リスケ 10 10 2 2


